
第４期米原市教育振興基本計画策定業務仕様書 

 

１ 業務名 

令和７年度 米教育総第８号 

 第４期米原市教育振興基本計画策定業務 

 

２ 適用範囲 

  本仕様書は、「第４期米原市教育振興基本計画策定業務」（以下「本業務」という。） 

に適用する。 

 

３ 業務の目的 

  教育基本法（平成 18年法律第 120 号）第 17条第２項に基づく米原市の教育振興に関する

基本的な計画として「第４期米原市教育振興基本計画（令和９年度から令和 13 年度）」（以

下「基本計画」という。）を策定する。 

 

４ 業務期間 

（１） 本業務の委託期間は、契約締結日の７日以内から令和９年３月 26 日までとする。 

（２） 履行期間内に提出を求める成果物等の納期限は、協議により別途定める。 

 

５ 業務内容 

  受託者は、基本計画の策定を確実かつ円滑に進めるため、少子化の進む米原市の現状を理

解し、中学部活動の地域展開など社会情勢や国、県の動向を踏まえた上で、必要な資料の収

集、調査および分析、専門的な見地から助言および指導、米原市教育振興基本計画審議会（以

下「審議会」という。）をはじめとする各種会議の運営支援など、策定作業全般の細部にわ

たるコンサルティング業務等を行うものとし、各種業務の概要は、次のとおりとする。 

（１） 現状分析の支援 

  ① 社会情勢や国、県の動向等、本市を取り巻く状況の分析 

  ② 現行の米原市教育振興基本計画の分析、評価 

  ③ 本市の人口、産業をはじめとする基礎的データの整理および今後の分析 

  ④ 既存アンケート結果からの教育に関する部分の抽出・分析 

  ⑤ 上記①から④の分析結果を踏まえた、本市が今後５年間で取り組むべき課題の整理 

（２） アンケート調査（現状把握、基礎データ整理分析） 

  ① 新計画策定に向けた基礎資料として活用するため、教育に関するアンケート調査を実

施（発送、返信用郵送代、集計、分析を含む。）する。 

 

 

 

 

 



・調査対象者、数量、調査票発送等 

調査区分 調査対象者 数量 調査票の発送および回収 

小学生調査 
公立学校に通う小学５、６年生

（特支学級含む）（本人） 
約 680 人 

WEB フォームによる 

調査・回答 

中学生調査 
公立学校に通う中学生１、２年

生（特支学級含む）（本人） 
 約 700 人 

WEB フォームによる 

調査・回答 

一般調査 
市内在住の平成21年４月１日以

前生まれの方（16歳以上） 
1,000 人 

郵便案内 

WEB フォームまたは書面

による調査・回答 

保護者調査 
小学校児童世帯が属する世帯 約 600 人 

WEB フォームによる 

調査・回答 
中学校児童世帯が属する世帯 約 630 人 

教職員調査 市立学校に勤務する教職員 約 260 人 

  ② 市と協議の上で調査票を作成する。なお、適切な質問事項となるよう検証するととも

に、回収率を高める工夫を行う。 

  ③ 小学生・中学生調査、保護者調査および教職員調査は、インターネット（パソコン、

スマートフォン等）による回答を原則とする。 

  ④ 一般調査は、調査協力の案内状、アンケート用紙、返信用封筒を送付し、インターネ

ット（パソコン、スマートフォン等）または書面による回答を原則とする。 

  ⑤ 基礎資料としてより効果が見込めると判断した場合は、委託者と協議の上、調査数量、

調査票発送および回収方法を変更することができる。 

⑥ 調査に要する郵送料は受託者の負担とする。アンケート発送用の宛名ラベル用シール

は市がすべて用意する。 

⑦ 調査票のデータ入力、調査結果の単純集計およびクロス集計などを行い、分析のコメ

ントや計画策定に係る課題なども併せて調査結果の総括を行う。報告については、途中

経過を報告するための速報版および完成版を作成すること。 

⑧ 調査時期は令和７年 12 月頃（予定）とし、令和８年３月頃（予定）に調査報告書を

作成できるよう、作業効率を考えスケジュール等を市へ提案し、説明すること。 

役割分担表 市 受託者 

依頼文および調査項目の作成  ○（委託者と協議の上） 

依頼文の印刷  ○ 

宛名シールの作成 ○  

宛名シールの貼付  ○ 

郵送料の支払い  ○ 

発送  ○ 

集計・分析作業  ○ 

 

 



（３） 各種会議等の運営支援 

  ① 審議会に係る資料作成、会議出席、記録、助言等（３回程度開催予定） 

  ② 庁内検討会議に係る資料作成、会議出席、記録、助言等（３回程度開催予定） 

  ③ 議会等に係る資料作成 

  ④ 各種会議等の会議録作成 

（４） 基本計画の策定 

  ① 上記（１）の現状分析を踏まえた、基本計画の骨子案、素案等の作成および各策定段

階における素案の修正等 

  ② 分かりやすく把握しやすい指標の設定をはじめとする効率的かつ効果的な計画の評   

価、進行管理のシステムの構築等 

（５） 市民との情報共有への支援 

  ① 基本計画（案）に係るパブリックコメントの資料作成と意見の整理、分析、助言 

  ② 基本計画策定過程における「広報まいばら」への掲載や市公式ウェブサイト等による 

   情報公開に係る資料作成 

（６） 基本計画書の本編および概要版等の作成 

  ① ユニバーサルデザインの視点も含め、図表、地図、イラスト、写真、概念図などを盛

り込んだ見やすく、分かりやすい基本計画書本編の作成 

  ② 基本計画が示す本市の教育の方向性が、イメージとして誰にでも伝わるよう、デザイ

ンやレイアウトなどについて工夫した概要版の作成 

  ③ 各種調査報告書や策定経過等をまとめた報告書の作成 

（７） 打合せ等 

    事務局等との打合せ、協議等 

（８） その他必要な業務 

    業務を実施する上で必要となる事項について、受託者の実績、ノウハウ等を踏まえた 

提案 

 

６ 貸与資料 

市は、本業務の実施に当たり保有する図書およびその他関連資料を受託者に貸与するもの 

 とする。 

  また、受託者が貸与を受ける場合は、借用書を提出し、業務完了後直ちに返却するものと 

 する。 

 

７ 成果品 

  本業務の成果品は、次のとおりとし、製本および電子納品による。なお、電子納品につい

ては、CD-R 等の電子媒体に成果品名を印刷して２部提出すること。 

（１） 打合せ協議記録簿                 納期  打合せ後７日以内 

（２） アンケート調査の調査票       見本 一式  納期  令和７年 12 月中旬 

                  完成版一式  納期  令和７年 12 月下旬 

 



（３） アンケート調査の結果報告書     速報版一式  納期  令和８年３月中旬 

                      完成版一式  納期  令和８年３月下旬 

（４） 第４期米原市教育振興基本計画           納期  令和９年３月下旬 

    計画本編  100 部（Ａ４縦判、80頁程度、左綴じ製本、表紙カラー刷り、 

紙質：表紙 四六判マットコート紙135kg、中刷り 四六判上質紙70kg） 

    計画概要版 300 部（Ａ４縦判、８頁、カラー刷り、紙質：四六判マットコート 70kg） 

（５） 各種調査報告書や策定経過等をまとめた報告書 

 

８ 注意事項 

（１） 守秘義務 

    受託者は、本契約の履行により知り得た業務の内容を、一切他に漏らしてはならない。 

    本契約の履行後または解除後も同様とする。 

（２） 権利 

本業務の遂行によって生じる権利は、米原市に帰属するものとする。 

 

９ 委託料の支払 

  受託者は、各年度の業務完了後、成果品の検査を受け、これに合格した時は、委託料の支

払いを請求するものとする。委託者は請求があった日から 30 日以内に委託料を支払うもの

とする。 

 

10 その他 

（１） 本業務の実施に伴う必要な費用のうち、本仕様書に明記のないものについては、原則 

として受託者の負担とする。 

（２） 本業務において、作業内容、手法等を整理し受託者と十分な協議を行うものとし、作 

   業期間中は、業務の進捗状況を随時報告するものとする。 

（３） 本業務において、打合せおよびヒアリング等を実施した場合、速やかに記録簿を作成 

し、提出すること。 

（４） 本業務の履行に際し、第三者の著作物、特許、その他の知的財産を使用する場合は、

受託者がその使用に関する一切の責任、費用負担を負うものとする。 

（５） 本仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、市と受託者が協議の上、 

決定するものとする。 


